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別紙３ 
厚⽣労働科学研究費補助⾦（がん対策推進総合研究事業研究事業） 

研究報告書 
 

全国がん登録の円滑な運⽤に向けた研究 
 

研究代表者 東 尚弘 国⽴がん研究センターがん登録センター センター⻑ 
 
研究要旨 
がん登録等の推進に関する法律に基づき全国がん登録は 2016 年診断症例以降、全国の病院から義務的届出が
開始され、2019 年に初年罹患数が始めて発表され 2020 年には 2017 年罹患数が発表されたが、それらの数の
動きは制度の変わり⽬による影響が考えられる。この制度変⾰による罹患数の影響は今後も追跡して安定を検
討すべきである。また、他にも予後情報の精度については検証すべき、また、利活⽤における提供データの安
全性についても定量的な評価による検討が⾏われているべきであると考えられる。本研究においてはこれらの
検討を⽬標に、それぞれ解析を計画し、初年度においては、その準備となるような検討・解析を⾏った。具体
的には、制度安定化指標としての初診届出不明数／割合の検討、予後情報の住⺠票照会に基づく検討、また、
k-匿名化達成の解析、を⾏った。今後これらの解析を進めることで、円滑な全国がん登録システムの運営を⽬
指す。 

 
 
研究分担者⽒名・所属研究機関名・職名 
 
東 尚弘      国⽴がん研究センター 

がん対策情報センター 
がん登録センター センター⻑ 

 
祖⽗江 友孝  ⼤阪⼤学 

⼤学院医学系研究科 
教授 
 

柴⽥ 亜希⼦  国⽴がん研究センター 
がん対策情報センター 
がん登録センター 
全国がん登録分析室⻑ 
 

南 和宏      統計数理研究所 
              モデリング研究系 
              准教授 
 
A. 研究⽬的 

がん登録等の推進に関する法律に基づき全国が
ん登録は 2016 年診断症例以降、全国の病院から義
務的届出が開始され、2019 年に初年罹患数が
995,131 例発表された。これは前年の 2015 年地域
がん登録の罹患数 903,914 例から約９万例の増加
であり、地域がん登録の毎年数万例程度の増加に
⽐べると急な増加である。これは制度移⾏の影響
と考えられている。 

 全国がん登録制度の運⽤の安定化と改善と信頼
のためには①データの質評価が必要不可⽋である。
さらに、未着⼿の課題として、2019 年度から始ま
った全国がん登録情報の提供の②データ匿名化の
安全性評価の確⽴の 2 点が必要である。以上のよ
うに、本研究は特にデータの質と安全なデータ利
⽤について、今後の全国がん登録制度の健全な運
営を確保するための上記検証活動を⾏い今後の体
制に反映させることが⽬的である。 
 
B. 研究⽅法 
① データの質評価 

細分化すると a.登録数や情報内容の質、及び、
b.死亡情報の突合確率、の⼆つが要検討である。a
登録数については前述の制度移⾏の影響が、届出
件数、治療開始後の届出割合、既登録との突合確
率、遡り調査回答の診断年分布などの 処理過程の
各段階における症例数を記述し観察することで影
響の⼤きさを検討し、適切な指標を同定する。 
b.死亡情報については、これまで国からの死亡情報
を提供されている院内がん登録や⼀部の地域がん
登録で⾏われていた住⺠票照会による⽣存状況確
認との差異が⽣じる可能性がある。そこで従来の
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住⺠票照会を 2016 年症例サンプルについて 1、3
年⽬に⾏う。 
 
②データ匿名化の安全性評価の確⽴ 

細分化すると a. 匿名化個票の提供における安全
性確保、b.データ公表における秘匿性と有⽤性確保
のバランスの 2 種類の焦点がある。本年度は、代
表的な安全性指標である k-匿名化の枠組みで匿名
化処理の問題定式化を⾏った。k-匿名化では、レコ
ードの属性情報を外観識別性の⾼い準識別⼦と機
密属性に分類することが要件になるため、その判
断の前提となる現実的な攻撃者モデルを３種類定
義し、それぞれのモデルにおける属性情報の外観
識別性を３段階で評価した。また、各準識別⼦情
報について、情報粒度の関係性を記述するドメイ
ン⼀般化階層を定義した。さらに実際のがん登録
情報を⽤い、具体的な k-匿名化の実施アルゴリズ
ム、セキュリティ・パラメータ（最⼩セル度数）
の決定に必要なレコード識別リスクの評価実験を
⾏った。 
 
C. 研究結果 
本年度は、3 年計画の 1 年⽬ということで、以下を
⾏った。 
① データの質評価 
・登録数や情報内容の質は、制度としての安定性
に関連していることから、その制度安定性の指標
を検討した。制度移⾏における罹患統計への影響
を反映した指標としては、初診届出不明例の数、
割合が考えられた。また、前届出件数、整理症例
数割合なども指標として考えられた。今後、実際
の算出も検討する。 
・予後情報の精度を検討するために国⽴が研究セ
ンター中央病院の 2016 年症例の通院継続者を除く
症例に対しての住⺠票照会による追跡を⾏った。
3,824 ⼈を調査、3,749 ⼈に関しての住⺠票照会が
可能であり、死亡 2,343 名、⽣存 1,333 名、不明
73 名（追跡不能 72 名、除票 1 名）であった。こ
の結果を 3 年⽬に全国がん登録と情報と突合して
検討する。 
 

② データ匿名化の安全性評価の確⽴ 
全国がん登録匿名データの申出を⾏い、匿名化

データの安全性の基準として、⼿始めに、⼀般的
に⼊⼿可能な情報を要素として k-匿名化の評価を
⾏った。単⼀属性としては、「診断時年齢」、「市区
町村コード」、「ICD10 コード」等を⽤い、個々の
値の頻度分布を解析した。年齢については、ある
年齢以上の情報をグループ化するトップコーディ
ングの処理が必要であることが分かった。また市
区町村コード、ICD10 についても匿名化処理にお
ける適切なグループ化⽅法が重要な検討事項であ
ることを確認した。 

複数属性の組み合わせとして、基本的属性であ
る「性別」、「年齢」、「都道府県コード」を組み合
わせたクロス集計における頻度分布を解析した。
これら３つの属性のクロス分析の結果、単独では
識別リスクが低い属性であっても複数属性の値に
よる絞り込みで識別リスクが⾼まることが分かり、
多次元データの適切なクラスタリングが、匿名化
処理における今後の重要な検討事項であることを
確認した。 
 
D. 考察 

本年は、3 年計画の 1 年⽬ということで 2 年⽬以
降のための集計⽅法（指標）の検討、準備データ
の収集、データ解析を開始した。全国がん登録の
円滑な運⽤のために必要な要素についての準備的
な解析を進めた。がん登録情報に対するレコード
識別リスクを評価し、地域情報、病名コードに個
⼈を特定する可能性の⾼い稀な値が多く含まれる
ことが分かった。よってこれらの情報は匿名化処
理における⼀般化処理の対象となるが、地域情報、
病名に関するドメイン⼀般化階層を決めるにあた
り、どのように情報の粒度、階層構造を決めるべ
きか明らかでない。今後は、匿名データの有⽤性
とドメイン⼀般化階層の性質の関係性を分析し、
⼀般化処理に関する設計原理を探求する予定であ
る。 
 また単独の情報としては識別リスクが低くとも
複数の組み合わせにより、識別リスクが著しく⾼
まることも今回の評価実験で明らかとなった。し
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たがって匿名化処理を⾏う際、個々の属性情報ご
とに⼀般化処理を⾏うのではなく、多次元データ
のデータ空間の領域分割問題として匿名化の問題
を捉え、柔軟なデータのクラスタリングを⾏う匿
名化アルゴリズムが必要と⾔える。既存研究でも
そのような⽅向性の匿名化アルゴリズムがいくつ
か提案されているが、データ空間の分割⽅法が単
純なものが多く、匿名化データの安全性と有⽤性
（情報損失）とでトレードオフが適切に取られる
かについては実証的に評価する必要がある。また
k-匿名化処理は NP 困難と分類される最適化問題
の⼀つに分類されるため、多次元データを対象と
した場合の計算効率の評価を⾏い、必要があれば
近似的なアルゴリズムを検討する予定である。 
 
 

E. 結論 
全国がん登録の制度は開始後 5 年が経とうとして
いるが、そのデータ活⽤は始まったばかりである。
今年度は、データの質評価及びデータ匿名化の安
全性評価のための準備データの収集、データ解析
を開始したが、円滑な運⽤のために試⾏錯誤しな
がら、本研究班においてその検討を深めていく。 
 
F. 研究発表 
なし 
 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

全国がん登録の予後情報の精度に関する研究 
 

研究分担者 東 尚弘 国⽴がん研究センターがん登録センターセンター⻑ 
研究協⼒者 塚⽥ 庸⼀郎 国⽴がん研究センターがん登録センター院内がん登録室⻑ 

 
研究要旨：がん登録等の推進に関する法律により、全国がん登録データベースから届出施設に対して⽣存確
認情報の提供が⾏われることが規定されている。この死亡情報は国の統計であるが、連結が通常の⽒名など
の情報で⾏っていることから時に、登録データとの連結が困難であり正しく連結ができていない可能性が指
摘されてきていた。そこで連結可能性の検証を⽬的に、国⽴がん研究センター中央病院において住⺠票照会
による⽣存確認調査と全国がん登録情報による⽣存確認の⼀致度についての検証を⾏うこととした。初年で
ある令和 2 年度においてはまず 2016 年症例の通院症例を除き住⺠票照会による⽣存確認追跡を⾏った。こ
のデータを後年、全国がん登録データと連結してその⼀致度を判定する。 
A. 研究⽬的 

全国がん登録の⼤きな特徴の⼀つに、死亡情報を
国レベルで全国がん登録の届出データに対して連携
させ、届出漏れを同定すると同時に、⽣存率の集計
のための根拠とすることが設計されている。しかし、
死亡情報と届出情報の照合同定は⽒名・⽣年⽉⽇・
住所などの個⼈識別情報をもとに⾏われており、転
居や誤記による同⼀判定ができず死亡情報に結びつ
かない症例が⼀定数存在することが予想される。そ
のため、これまで国からの死亡情報を提供されてい
る院内がん登録や⼀部の地域がん登録で⾏われてい
た住⺠票照会による⽣存状況確認との差異が⽣じる
可能性が指摘されてきた。そこでこの度、国⽴がん
研究センター中央病院の 2016 年症例サンプルにお
いて、住⺠票照会による⽣死情報と全国がん登録か
ら提供される⽣存確認情報を突合し、どの程度の差
異が⽣ずるのかを検討することとした。 
 
B. 研究⽅法 
国⽴がん研究センターにおいて 2016 年症例で⼀定
⼈数を抽出し予後調査⽀援の枠組みを利⽤して 3 年
予後の住⺠票照会による調査を⾏う。協⼒施設は 3
年⽣存率の算出時に全国がん登録データベースから
提供を受けた⽣存確認情報による情報と住⺠票情報
からの⽣死情報を突合してその⼀致度を計算する予
定とした。令和 2 年度の時点では、全国がん登録に

よる 3 年予後の算出が可能な⽣存確認情報の提供は
開始されていないため、この前半部分である住⺠票
による予後調査のみを実施した。調査対象としては、
2016 年に登録された患者で症例区分を区切らず対
象とした。ただし、調査時点でも通院中の患者は⽣
存が確実なために除外した。 
（倫理⾯への配慮） 

本研究は、国⽴がん研究センターの倫理審査委員
会の承認を得て実施した。 
 
C. 研究結果 
総数 7,094 ⼈の院内がん登録 2016 年症例のうち、
3,824 ⼈を調査対象とした。その結果 3,749 ⼈に関し
ての住⺠票照会が可能であった。うち死亡 2,343 名、
⽣存 1,333 名、不明 73 名（追跡不能 72 名、除票 1
名）であった。これらは国⽴がん研究センター中央
病院のデータベースにて保管し、2019 年の死亡情報
が利⽤可能になった時点で全国がん登録からの⽣存
確認作業を依頼することとした。 
 
D. 考察 
全国がん登録は 2016 年から施⾏され、正確な罹患
数を把握するうえでの重要な役割を果たしていると
⾔えるものの、地域がん登録からの制度移⾏の影響
などもあり少々不安定なところもある。⽣存率の集
計はこれからであるが、その前提としての⽣存確認
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調査の信頼性の検証を⾏っておくことは⾮常に重要
である。本年はその⼿始めとして国⽴がん研究セン
ターの初年症例に関する住⺠票調査を⾏った。検証
結果が提供されるのは 2 年後となる⾒込みであるが、
作業としては順調に進んでいる。 
 
E. 結論 
正確ながん統計のための⽣存確認調査の妥当性検証
のための下地となるデータ収集を⾏った。 
 
F. 研究発表 
特になし 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
特になし 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦（がん対策推進総合研究事業） 
分担研究報告書 

全国がん登録の制度安定を⽰す指標に関する研究 
 

研究分担者 東 尚弘 国⽴がん研究センターがん登録センターセンター⻑ 
研究分担者 柴⽥亜希⼦ 国⽴がん研究センターがん登録センター全国がん登録分析室⻑ 

研究分担者 祖⽗江友孝 ⼤阪⼤学⼤学院医学系研究科環境医学分野 教授 
 

要旨：全国がん登録が開始されて、病院ががんを診断・治療した場合には都道府県に届出をする義務が課せ
られることになった。その制度切り替えの前後である 2015〜2017 年においては罹患数の⼤幅な増減が⾒ら
れデータ収集・整理⽅法の影響と考えられたが、今後の罹患数統計の制度的な安定を知るための指標が必要
と考えられた。その⼀つが初診届出不明例、つまりこれは、届出データからはその届出以前の初診の存在が
考えられるが、その初診時の届出と結びつかない症例の数、割合である。これは届出や整理の限界から、⼀
定数は存在すると考えられるが、それは制度の安定とともに減少すると考えられ、その時間的推移が平坦に
なったときには制度的な安定が得られたといえる。それを観察するため、継続的に算出することが必要と考
えられる。また、他にも、全届出件数、届出施設数、照合同定数などの指標が考えられたが、その具体的な
算出は、今後、全国がん登録のデータ利⽤申出を⾏って検討していく必要がある。 

A. 研究⽬的 
全国がん登録は正確ながん罹患統計の算出を可

能とするために、2013 年にがん登録等の推進に関
する法律が制定され 2016 年から施⾏、国内の病院
に対してがんと診断した場合の届出義務が課され
ることにより網羅性を確保する制度が整えられた。
それ以前には、都道府県単位で実施されていた地
域がん登録があり、各都道府県のデータを合わせ
て死亡情報を参照しつつ、がん罹患数を推計する
ことが⾏われてきた。全国がん登録はそれを制度
として発展させたものといえる。 

しかし、この制度の切り替えに際して、がん罹
患数は⼤きく変動した。前制度最終年 2015 年で集
計されたがん罹患数は（上⽪内がんを除く）
891,445（推計値は 903,914）であったのに対し、
2016 年の統計では、995,131 と 10 万⼈近く⼤きな
値となり、2017 年では、977,393 と若⼲少ない値
となっている。これらは届出義務化だけでなく届
出症例と前年診断例との名寄せの成功率などに影
響された結果と考えられており、2016 年がん罹患

数の報告書においては、過去の登録が確認できな
い症例が 69,141 例（上⽪内がんを含まない）存在
したと報告されており、この数の動向によって制
度としての安定性が推定可能と考えられる。この
ような集計情報の安定性に関する情報は、精度指
標の⼀つと考えられ、データ活⽤においても重要
であり本研究においてはこのような指標を同定し
て検討していくことを⽬的とする。 
 
B. 研究⽅法 

全国がん登録の制度的な安定を⽰す指標を検討
した。報告書に掲載する以外の試算を⾏うには、
実際の計算に関しては全国がん登録利⽤の申出を
⾏う必要があることから、今回の検討は理論的な
ものにとどめる。報告書の中で⽰すことが可能で
あるか、等の活⽤法も含めて検討する。 
 
C. 研究結果 
届出された情報からは過去の診療の存在を⽰して
いるにもかかわらず、対応した以前の届出が存在
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しない（結びつかない）症例つまり初診の届出が
不明例）は、整理の制度指標となると考えられた。
全届出件数、届出施設数、照合同定数などの指標
が考えられたが、これらはこれまで定型的な報告
書において⽰されておらず、算出には全国がん登
録データの利⽤申出・承認が必要と考えられた。 
    
D. 考察 

国際的に、がん登録の精度指標としては Death 
Certificate Only（DCO）割合、Death Certificate 
Initiation （DCI）割合、Incidence／Mortality（IM）
⽐などが⽤いられてきたが、これらの指標は⼀定
の規則に従ってがん登録情報を審査整理後に集計
された住⺠単位の罹患数・率の国内・国際⽐較可
能性のための指標である。これとは別に、我が国
の全国がん登録が、施設からの届出を義務化し、
それらを整理することで正確な罹患数を検討する
体制にあることから、「整理の達成度」を表す指標
が、その制度的な安定性を⽰す精度指標になると
考えられる。 
 現在、⼀般の研究者等が利⽤可能な全国がん登
録情報は、全国がん登録罹患数・率の把握のため
に複数段階の審査整理をなされた最終的なデータ

であり、届出や審査整理の精度指標を計測するた
めの情報を含まない。しかし、法令上、全国がん
登録情報は、全国がん登録データベースに記録保
存された審査整理前の情報を含むことから、理論
上は、これらの精度指標の算出に必要な情報の⼊
⼿は可能である。具体的には、本研究班では今後、
法律第 17 条第 1 項第 1 号に基づき、匿名化が⾏わ
れていない全国がん登録情報の提供申出⼿続きを
⾏う必要がある。 
 
E. 結論 

本年は全国がん登録の制度的な安定性を⽰す指
標の検討を⾏った。報告書に掲載する以外の試算
を⾏うために、全国がん登録利⽤の申出を⾏うこ
とを今後検討する。 
 
F. 研究発表 
なし 
 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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厚⽣労働科学研究費補助⾦（がん対策推進総合研究事業） 

分担研究報告書 
匿名化⼿法の検討・評価に関する研究 

 
研究分担者 南 和宏 統計数理研究所教授 

研究分担者 東 尚弘 国⽴がん研究センターがん登録センターセンター⻑ 
研究分担者 柴⽥ 亜希⼦ 国⽴がん研究センターがん登録センター全国がん登録室室⻑ 

 
Ａ．研究⽬的 
 全国がん登録の情報には、医療機関の受診者に
関する機密情報が含まれており、がん登録情報を
⽤いた調査研究を⾏う際に、匿名化データからの
機密情報が外部に漏洩しないような安全性の担保
が必要である。現在、匿名化データの代表的な安全
性指標として、k-匿名性および、その派⽣指標が多
く提案されている。しかしがん登録情報に対して具
体的にどの⼿法を選択すべきかその要件は明らか
でない。本研究では、匿名化⼿法の安全性の評価⼿
法の確⽴を⽬指し、情報漏洩に関する攻撃者モデ
ルの定式化を⾏い、外観識別性の⾼い属性情報に
よるレコード識別リスクの評価を⾏った。 
 
Ｂ．研究⽅法 
 本年度は、代表的な安全性指標である k-匿名化
の枠組みで匿名化処理の問題定式化を⾏った。k-
匿名化では、レコードの属性情報を外観識別性の
⾼い準識別⼦と機密属性に分類することが要件に
なるため、その判断の前提となる現実的な攻撃者
モデルを３種類定義し、それぞれのモデルにおけ
る属性情報の外観識別性を３段階で評価した。ま
た実際の匿名加⼯処理では情報の粒度を制御する
必要があるため、各準識別⼦情報について、情報
粒度の関係性を記述すドメイン⼀般化階層を定義
した。 
 さらに実際のがん登録情報を⽤い、具体的な k-

匿名化の実施アルゴリズム、セキュリティ・パラ
メータ（最⼩セル度数）の決定に必要なレコード
識別リスクの評価実験を⾏った。評価実験では外
観識別性の⾼い代表的な属性を単⼀、または複数
の組み合わせでクロス集計した場合の度数の頻度
分布を算出し、識別リスクの⾼い属性の種類、値
の範囲を明らかにした。 
 
Ｃ．研究結果 
 単⼀属性としては、「診断時年齢」、「市区町村
コード」、「ICD10 コード」等を⽤い、個々の値の
頻度分布を解析した。その結果年齢については、
108 歳を超える⾼齢の受診者のレコード数は 10 未
満と識別リスクが⾼く、ある年齢以上の情報をグ
ループ化するトップコーディングの処理が必要で
あることが分かった。また市区町村コード、ICD10
についても度数が 10 以下の市区町村コードが 50
以上存在し、これらの値はカテゴリー変数である
ため匿名化処理における適切なグループ化⽅法が
重要な検討事項であることを確認した。 
 複数属性の組み合わせとして、基本的属性であ
る「性別」、「年齢」、「都府県コード」の組み合わ
せを組み合わせたクロス集計における頻度分布を
解析した。これら３つの属性のクロス分析の結果、
⼈⼝の少ない都道府県では、20 代の若年層、90 代
後半の⾼齢者で頻度 10 未満のセルが多く存在する

研究要旨: がん登録情報の安全な学術研究利⽤には、匿名化⼿法の確⽴が不可⽋である。本研究では、代表的
な匿名化⼿法である k-匿名化の安全性評価に必要となる漏洩シナリオ、それに対応する攻撃者モデルを定式
化し、セキュリティ・パラメータの決定に必要な最⼩セル度数に関する評価実験を⾏った。その結果、詳細
な地域情報、疾病分類コードによるレコード識別リスクは⾼く、さらに単独では識別リスクが⾼くない性別、
年齢等の基本的属性情報を複数組み合わせることで、識別リスクが⾼まることが判明した。 
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ことが明らかになった。このように単独では識別
リスクが低い属性であっても複数属性の値による
絞り込みで識別リスクが⾼まることが分かり、多
次元データの適切なクラスタリングが、匿名化処
理における今後の重要な検討事項であることを確
認した。 
 
Ｄ．考察 
 がん登録情報に対するレコード識別リスクを評
価し、地域情報、病名コードに個⼈を特定する可
能性の⾼い稀な値が多く含まれることが分かった。
よってこれらの情報は匿名化処理における⼀般化
処理の対象となるが、地域情報、病名に関するド
メイン⼀般化階層を決めるにあたり、どのように
情報の粒度、階層構造を決めるべきか明らかでな
い。今後は、匿名データの有⽤性とドメイン⼀般
化階層の性質の関係性を分析し、⼀般化処理に関
する設計原理を探求する予定である。 
 また単独の情報としては識別リスクが低くとも
複数の組み合わせにより、識別リスクが著しく⾼
まることも今回の評価実験で明らかとなった。し
たがって匿名化処理を⾏う際、個々の属性情報ご
とに⼀般化処理を⾏うのではなく、多次元データ
のデータ空間の領域分割問題として匿名化の問題
を捉え、柔軟なデータのクラスタリングを⾏う匿
名化アルゴリズムが必要と⾔える。既存研究でも
そのような⽅向性の匿名化アルゴリズムがいくつ
か提案されているが、データ空間の分割⽅法が単
純なものが多く、匿名化データの安全性と有⽤性
（情報損失）の有⽤性とトレードオフが適切に取
られるかについては実証的に評価する必要がある。

また k-匿名化処理は NP 困難と分類される最適化
問題の⼀つに分類されるため、多次元データを対
象とした場合の計算効率の評価を⾏い、必要があ
れば近似的なアルゴリズムを検討する予定である。 
 
E. 結論 
 がん登録情報のレコード識別リスクを実証的に
評価し、単独または複数の属性情報による識別リ
スクの⾼くなる条件を明らかにした。今後はその
ような⾼リスクの状況を柔軟に回避する匿名化処
理⼿法の開発に取り組む予定である。 
 
F. 研究発表  
1.  論⽂発表 
 特になし。 
2.  学会発表 
1.南和宏. 令和２年度⾰新的⾃殺研究推進プログ
ラム 第 1 回ワークショップ. 公的ミクロデータの
プライバシー保護と表データの秘匿処理ツールの
紹介. 2021 年 2 ⽉ 15 ⽇. 
2. ⼩ 野  元 , 南 和 宏 . Toward Locally Private 
Logistic Regression with Missing Data. コンピュ
ータセキュリテイシンポジウム 2020. 2020 年 10
⽉ 26 ⽇. 
3.南和宏. 差分プライバシーと匿名化. コンピュー
タセキュリテイシンポジウム 2020. 2020 年 10 ⽉
28 ⽇. 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 
 特になし。
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